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（単位：百万円）

流　動　資　産 70,194 流　動　負　債 15,850

現 金 及 び 預 金 1,509 買 掛 金 3,354

売 掛 金 9,249 リ ー ス 債 務 287

商 品 32,663 未 払 金 1,896

貯 蔵 品 9 未 払 費 用 855

前 払 費 用 623 未 払 法 人 税 等 1,632

短 期 貸 付 金 25,470 契 約 負 債 6,462

そ の 他 669 預 り 金 142

固　定　資　産 29,907 賞 与 引 当 金 1,131

有形固定資産 20,348 災 害 損 失 引 当 金 6

建 物 14,783 そ の 他 80

構 築 物 640 固　定　負　債 2,739

土 地 3,720 預 り 保 証 金 245

リ ー ス 資 産 902 リ ー ス 債 務 1,368

そ の 他 300 長 期 未 払 金 30

無形固定資産 424 資 産 除 去 債 務 1,093

借 地 権 424 18,589

そ の 他 0

投資その他の資産 9,133 株　主　資　本 81,260

投 資 有 価 証 券 444 2,866

長 期 貸 付 金 1,211 7,303

敷 金 及 び 保 証 金 2,460 6,920

長 期 前 払 費 用 485 383

繰 延 税 金 資 産 4,328 71,090

そ の 他 203 293

70,797

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 48

別 途 積 立 金 64,374

繰 越 利 益 剰 余 金 6,374

評価・換算差額等 251

251

81,511

100,101 100,101

（注）百万円未満を切り捨てて表示しております。

その他有価証券評価差額金

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

負 債 合 計

（ 純 資 産 の 部 ）

資　本　金

資本剰余金

資 本 準 備 金

利益剰余金

利 益 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

貸　借　対　照　表
（2026年３月31日現在）

科 目 金 額 科 目 金 額
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損 益 計 算 書 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：百万円）

170,524

126,303

44,221

37,352

6,868

営 業 外 収 益

206

731

160

154 1,253

営 業 外 費 用

50

95

2 147

7,974

特　別　利　益

147

34 181

特　別　損　失

1,506

55

30

5 1,597

6,558

2,350

△ 401 1,949

4,608
（注）百万円未満を切り捨てて表示しております。

仕 入 割 引

科 目 金 額

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金

受 取 家 賃

そ の 他

支 払 利 息

閉 鎖 店 舗 関 連 費 用

そ の 他

法 人 税 等 調 整 額

経 常 利 益

賃 貸 借 契 約 解 約 益

当 期 純 利 益

賃 貸 借 契 約 解 約 損

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

固 定 資 産 売 却 益

減 損 損 失

災 害 に よ る 損 失

固 定 資 産 除 却 損

自 2025年４月１日 

至 2026年３月31日 
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株主資本等変動計算書 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

（単位：百万円）

固定資産
圧縮積立金

別途積立金

2,866 6,920 383 7,303 293 50 61,874

固定資産圧縮積立金の取崩 ― ― ― ― ― △ 1 ―

剰 余 金 の 配 当 ― ― ― ― ― ― ―

当 期 純 利 益 ― ― ― ― ― ― ―

別 途 積 立 金 の 積 立 ― ― ― ― ― ― 2,500

株 主 資本 以外 の項 目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― △ 1 2,500

2,866 6,920 383 7,303 293 48 64,374

その他利益
剰余金

繰越利益
剰余金

5,607 67,825 77,995 131 131 78,127

固定資産圧縮積立金の取崩 1 ― ― ― ― ―

剰 余 金 の 配 当 △ 1,343 △ 1,343 △ 1,343 ― ― △ 1,343

当 期 純 利 益 4,608 4,608 4,608 ― ― 4,608

別 途 積 立 金 の 積 立 △ 2,500 ― ― ― ― ―

株 主 資本 以外 の項 目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

― ― ― 120 120 120

766 3,264 3,264 120 120 3,384

6,374 71,090 81,260 251 251 81,511

（注）百万円未満を切り捨てて表示しております。

当 期 変 動 額 合 計

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本

剰余金
資本剰余金

合計

当 期 変 動 額

利益準備金

その他利益剰余金

当 期 首 残 高

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計

利益剰余金

株主資本
合計

その他
有価証券

評価差額金

評価・換算
差額等合計利益剰余金

合計

当 期 首 残 高

当 期 変 動 額

当 期 変 動 額 合 計

当 期 末 残 高

当 期 末 残 高

自 2025年４月１日 

至 2026年３月31日 
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個別注記表 
1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

1. 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

イ．市場価格のない株式等以外のもの  時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は、移動平均法により算定） 

ロ．市場価格のない株式等       移動平均法による原価法 

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

①商品    先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

②貯蔵品   最終仕入原価法による原価法 

 

2. 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

①建物（建物附属設備は除く） 

定額法によっております。 

②建物以外 

定率法によっております。 

ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によって

おります。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物及び構築物   ３年～47年 

その他       ３年～20年 

 

(2) 無形固定資産 

定額法によっております。なお、事業用定期借地権については、当該借地契約期間を耐用年数

とする定額法を採用しております。ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

(4) 長期前払費用 

効果の及ぶ期間を基に均等償却しております。 

 

3. 引当金の計上基準 

(1) 賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額基準により計上しております。 

(2) 災害損失引当金 

災害により被災した資産の復旧等に要する支払に備えるため、今後発生すると見込まれる金額

を計上しております。 

 

4. 重要な収益及び費用の計上基準 

当社は、家電専門店を展開しており、商品の販売に関わる顧客との契約から収益を認識して

おります。商品の販売については、引渡時点において顧客が当該商品に対する支配を獲得する

ことにより履行義務が充足されると判断し、主として顧客への引渡時に収益を認識しておりま

す。 商品の販売において、無料の修理保証サービスである「長期無料保証」、又は有料の修理

保証サービスである「あんしん延長保証」を提供している契約については、顧客への保証サー

ビスの提供により履行義務が充足されると判断し、保証期間を通じて一定期間にわたり収益を

認識しております。 
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2. 収益認識に関する注記 

収益を理解するための基礎となる情報 

「1.重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「4.重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとお

りであります。 

 

3. 会計上の見積りに関する注記 

会計上の見積りは、計算書類作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出しております。

当事業年度の計算書類に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌事業年度の計算書類に重

要な影響を及ぼすリスクがある項目は以下のとおりです。 

 

1．固定資産の減損損失の認識の要否 

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額 

当社の保有する一部の固定資産について継続して営業損失が計上される等の減損の兆候があると

判断し、減損損失の認識の要否について検討を行いました。 

検討の結果、減損の兆候がある固定資産のうち一部について、割引前将来キャッシュ・フローの

総額が固定資産の帳簿価額を下回ると判断されたため、減損損失1,506百万円（うち営業店舗に係

る有形固定資産から生じた減損損失は1,488百万円）を計上した結果、当事業年度末の「固定資産

の減損に係る会計基準」の対象となる固定資産の帳簿価額は20,970百万円（うち営業店舗に係る有

形固定資産は19,291百万円）となりました。 

 

(2) 会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報 

①当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法 

当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗を基本単位として、また賃貸資産、遊

休資産については物件単位ごとにグルーピングをしております。 

減損の兆候があると認められる場合には、資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フロ

ーの総額と帳簿価額を比較することによって、減損損失の認識の要否を判定し、その結果、割引前将

来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回り減損損失の認識が必要とされた場合、帳簿価額を回

収可能価額（正味売却価額と使用価値のいずれか高い方の金額）まで減額し、当該減少額を減損損失

として計上しております。 

 

②当事業年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定 

減損損失の認識の要否判定に用いられる将来キャッシュ・フローには、売上高成長率、粗利率、人

件費等の重要な項目に、主要な仮定が含まれております。 

  

③翌事業年度の計算書類に与える影響 

上述の見積りや仮定は、将来の不確実な経済条件の変動により影響を受ける可能性があり、見積り

や仮定の見直しが必要となった場合には翌事業年度の計算書類に重要な影響を与える可能性がありま

す。 

 

4. 貸借対照表に関する注記 

1. 担保に供している資産及び担保に係る債務 

担保に供している資産 

投資その他の資産（その他） 194 百万円 

上記資産に質権が設定されておりますが、担保付債務はありません。 

2. 有形固定資産の減価償却累計額 44,733 百万円 

3. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権 27,501 百万円 

長期金銭債権 15 百万円 

短期金銭債務 3,514 百万円 
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5. 損益計算書に関する注記 

1. 関係会社との取引高 売上高 12,146 百万円 

仕入高 128,267 百万円 

販売費及び一般管理費 1,619 百万円 

営業取引以外の取引高  

 営業外収益 905 百万円 

 

2. 減損損失 

場所 用途 種類 

北海道他 営業店舗 建物及び構築物、土地、その他 

福島県 遊休資産 建物及び構築物、土地、その他 

当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位である店舗を基本単位として、また賃貸資産、遊休資

産については物件単位ごとにグルーピングをしております。 

営業活動から生ずる損益が継続してマイナスである資産グループ、土地等の時価が著しく下落した資産

グループ、及びその使用方法に変化が生じた資産グループにおいて、資産グループの固定資産簿価を全額

回収できる可能性が低いと判断した資産グループについては、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該

減少額を減損損失として特別損失に計上いたしました。 

減損損失の資産グループごとの内訳は、営業店舗に属するものが1,491百万円、遊休資産に属するもの

が14百万円となっております。また資産区分別の内訳は、建物及び構築物が1,426百万円、土地が53百万

円、その他が26百万円であります。 

なお、当該資産グループの回収可能価額は、正味売却価額と使用価値のいずれか高い方の金額により測

定しており、使用価値の将来キャッシュ・フローの割引率は2.5％を適用しております。 

 

6. 株主資本等変動計算書に関する注記 

1. 発行済株式の総数に関する事項 

当事業年度末の株式数         普通株式 15,447,652 株 

2. 剰余金の配当に関する事項 

(1) 配当金支払額等 

決 議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基 準 日 効 力 発 生 日 

2025年６月20日 

定時株主総会 
普通株式 1,343百万円 87 円 2025年３月31日 2025年６月23日 

 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決議（予定） 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 １株当たり配当額 基 準 日 効 力 発 生 日 

2026年６月19日 

定時株主総会 
普通株式 1,683百万円 利益剰余金 109円 2026年３月31日 2026年６月22日 
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7. 税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（繰延税金資産） 

 未払事業税等 118 百万円 

 賞与引当金 356 

 長期未払金（役員退職慰労金） 0 

 未払退職金 9 

 減価償却限度超過額 1,645 

 減損損失 1,539 

 契約負債 76 

 資産除去債務 355 

 投資有価証券評価損 18 

 借地権 69 

 敷金及び保証金 314 

 その他 170 

 繰延税金資産小計 4,676 

 評価性引当額 △  73 

 繰延税金資産合計 4,603 

（繰延税金負債） 

 固定資産圧縮積立金 △  22 

 長期前払費用 △  54 

 有形固定資産 △  88 

 その他有価証券評価差額金 △ 108 

 その他 △   0 

 繰延税金負債合計 △ 274 

 繰延税金資産の純額 4,328 

 

8. 金融商品に関する注記 

1. 金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社は、主に仕入計画及び設備投資計画に照らして、必要な資金を銀行等金融機関及び親会社か

らの借入により調達しております。 

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びに管理体制 

営業債権である売掛金は、クレジットカード売上に関して信販会社より発生するものが主であり

ます。信販会社は、信用調査の結果承認した当社の顧客に対する販売代金を顧客に代わって当社に

支払い、その立替代金を信販会社の責任において回収するため、信販会社の信用リスクに晒されて

おりますが、当社での代金未回収リスクは原則として発生いたしません。 

投資有価証券は、その他有価証券に区分される株式等であり、市場価格の変動リスクに晒されて

おりますが、定期的に時価や発行体の財務状況を把握し、保有状況を継続的に見直しております。 

また、一部の不動産関係取引先等に対し建設協力金としての貸付もしくは敷金及び保証金の差し

入れを行っており、取引先企業等の信用リスクに晒されておりますが、回収状況等の継続的なモニ

タリングを実施しております。 

営業債務である買掛金は１年以内の支払期日です。また短期借入金は主に営業取引に係る資金調

達であり、ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に係る資金調達です。 

また、営業債務、借入金及びリース債務は、流動性リスクに晒されておりますが、当社では、月

次に資金繰計画を作成するなどの方法により管理しております。 
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(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価格のほか、市場価格がない場合には合理的に算定され

た価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前

提条件を採用することにより、当該価額が変動することがあります。 

 

2. 金融商品の時価等に関する事項 

2026年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりです。 

また、「現金及び預金」、「売掛金」、「買掛金」、「未払金」及び「未払法人税等」は、短期間で決済

されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。 

（単位：百万円） 

 貸借対照表計上額(*) 時価(*) 差額 

(1) 投資有価証券 444 444 － 

(2) 長期貸付金 (注)1 1,381 1,235 △ 146 

(3) 敷金及び保証金 2,357 1,998 △ 359 

(4) リース債務 (1,656) (1,650) (△ 5) 

 (*)負債に計上されているものについては、（ )で示しております。 

  (注)1.長期貸付金には、短期貸付金とされている１年内回収予定の金額も含めております。 

2.金融商品の時価の算定方法 

(1)投資有価証券 

株式の時価は、取引所の市場価格によっております。 

(2)長期貸付金並びに(3)敷金及び保証金 

信用リスクを加味した合理的と考えられる割引率を用いて時価を算定しております。なお、１

年内回収予定の長期貸付金並びに敷金及び保証金は、長期貸付金並びに敷金及び保証金に含めて

時価を表示しております。 

(4)リース債務 

元利金の合計額を、同様の新規リース取引を行った場合に想定される利率で割り引いて算定す

る方法によっております。なお、１年以内返済予定のリース債務は、リース債務に含めて時価を

表示しております。 
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9. 関連当事者との取引に関する注記 

1. 親会社                                 （単位：百万円)  

種類 会社等の名称 
議決権等の所有 

（被所有)割合 

関連当事者 

との関係 
取引内容 取引金額 科目 期末残高 

親会社 
㈱ケーズホール 

ディングス 

－％ 

（100.0％) 

販売手数料収入 

商品の仕入等 

債務被保証

(注)(3) 

資金の貸付 

役員の兼務 

販売手数料収入 

(注)(1) 

商品の仕入

(注)(1) 

仕入割引(注)(1) 

資金の貸付 

受取利息(注)(2) 

 

12,146 

 

128,267 

731 

20,830 

174 

売掛金 

買掛金 

短期貸付金 

1,720 

3,353 

25,300 

 
 

2. 役員及び個人主要株主等                         （単位：百万円) 

種類 
会社等の名称 

又は氏名 

議決権等の所有 

（被所有)割合 

関連当事者 

との関係 
取引内容 取引金額 科目 期末残高 

役員及びそ

の近親者 
小 澤 國 義 

－％ 

（－％) 
当社顧問 

顧問報酬 

(注)(4)(5) 
11 － － 

 

（注)取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 販売手数料収入や商品の仕入価格等については、契約に定められている一般的取引条件によっ

ております。 

(2) 貸付の利率は、市場金利を勘案して合理的に決定しております。 

(3) 不動産賃貸借契約の一部について、未経過賃借料に対し債務保証を受けております。なお、保

証料の支払は行っておりません。 

(4) 当社の取締役としての長年の経験をもとに当社に対して助言指導を行っております。 

(5) 顧問の報酬額に関しては、契約書の内容に基づき、両者協議の上で決定しております。 

 

10. １株当たり情報に関する注記 

1. １株当たり純資産額              5,276 円 66 銭 

2. １株当たり当期純利益                         298 円 35 銭 

 


